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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、連結株主資本等変動計算書、連結注記表、

株主資本等変動計算書および個別注記表につきましては、法令および当社定款の定めに基づき、インタ

ーネット上の当社ホームページ（https://www.tatsuta.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提

供しております。 

 

 



 業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要

１ 業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容

当社の会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに規定する体制(内部統制シス

テム)の整備についての決議の内容は、次のとおりです。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制

ア 当社の取締役および従業員（嘱託員、臨時員等を含む）は、職務の執行に当た

り、関連法令ならびに当社定款、企業行動規範、コンプライアンスガイドライ

ンおよび個別の社内規程等を遵守する。

イ 内部監査組織である監査部は、内部監査規程および監査計画に基づき、会計監

査人、監査等委員会との緊密な連携を保ちつつ、取締役および従業員の法

令・定款遵守状況を含む各監査を実施し、その結果を代表取締役および監査等

委員会に報告するとともに、改善事項がある場合には当該部門に指示する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る稟議書、議事録等の文書その他の情報については、法

令および文書取扱規程等に従い、適切に作成、保存および管理（廃棄を含む。）を

行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

組織横断的リスク状況の監視および全社的対応はリスク管理委員会および経営企

画部が行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行うこととする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア 取締役会は、取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、半期毎の予算を

決定し、３事業年度を期間とする中期経営計画を策定する。

イ 各部門を担当する取締役は、予算および中期経営計画に基づき、各部門が実施

すべき具体的な施策および権限配分を含めた効率的な業務遂行体制を決定す

る。

ウ 取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）ならびに指名され

た執行役員等で構成する経営役員会を原則として月１回開催し、業務遂行に関

わる重要案件の審議、報告、連絡、調整等を行う。監査等委員である取締役お

よび社外取締役は、経営役員会に出席し、意見を述べることができる。

エ 各部門を担当する執行役員は、月次の業績および半期の収支見通しを毎月取締

役会に報告する。

オ 取締役会は、この報告をレビューし、効率化を阻害する要因を排除・低減する

などの改善を促すことにより、目標達成の確度を高め、業務の効率化を実現す

る。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア 内部統制システムは、子会社を含めた「タツタ電線グループ」として厳正に構
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築・運用するものとし、内部統制委員会がその構築・運用状況の確認・総括に

当たる。

　 イ 原則として経営企画部および関連各部室が子会社を所管し、子会社の一定の事

項については、当社の経営役員会または取締役会において承認する。

　 ウ 子会社の取締役を兼務する取締役または子会社を所管する取締役が、子会社の

月次の業績および半期の収支見通しを毎月取締役会に報告する。

　 エ 当社の監査部は、子会社の業務の適正を確保するための監査を実施する。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

総務人事部及び監査部に、監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務執行を

支援するためのスタッフを配置する。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締

役は置かない。

⑦ 前項の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性および監査等委員会の当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査部は、監査等委員会の要望した事項の内部監査を実施し、監査等委員会に報

告する。監査等委員会は、監査部の人事異動について事前に報告を受け、必要があ

る場合は人事異動の変更を申し入れることができる。

⑧ 取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会

への報告に関する体制

　 ア 取締役は、職務の執行状況を定期的に監査等委員会に報告するとともに、法令、

定款違反またはそのおそれが生じたときは速やかに監査等委員会に報告する。

　 イ 従業員は、監査等委員会の求めにより往査に応じるとともに、法令・定款違反

またはそのおそれが生じたときは速やかに上司を通じて監査等委員会に報告す

る。

　 ウ グループ会社の取締役および使用人は、「タツタ電線グループ グループ運営規

程」に従って、監査等委員会への報告や情報伝達を実施するほか、監査等委員

会の求めに応じて報告を行う。

エ 総務人事部は、内部通報により通報された内容及びコンプライアンスに関

して報告を受けた内容を監査等委員会に報告するものとする。

⑨ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けない

ことを確保するための体制

内部通報制度により通報した者に対して、通報を理由としたいかなる不利益な取

扱いも行わない旨を「タツタ電線グループ ヘルプライン運営規程」に定め、その

旨を周知し適切に運用することを含め、前項により監査等委員会に報告した者に対

して当該報告を理由としたいかなる不利益な取扱いも行わない。監査等委員会は、

このために必要がある場合は、人事異動等の変更を申し入れることができるものと

する。

⑩ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員の職務の執行について生ずる費用の支弁に充てるため、毎年度、監査

等委員会からの申請に基づき一定額の予算を確保するとともに、監査等委員からそ
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の他の費用の請求があった場合には会社法第399条の２第４項に基づき適切に処理

する。

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役は、監査等委員が取締役会、経営役員会への出席等を通じて取締役の職務

執行を監査するとともに、会計監査人、監査部との緊密な連携を保ち、かつ、会計

監査人の監査を活用し、効率的な監査が実施できるよう適切かつ必要な環境整備を

行う。

２ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　 当社における内部統制システムの運用状況の概要は、以下のとおりです。

　 当社は、当社グループの内部統制システムの運用状況について、内部統制委員会

においてモニタリングを実施し、その結果を2021年５月12日開催の取締役会に報告

しております。

(1) グループ内部統制

① 当社社長を委員長とし、本社各部室管掌役員、各事業本部長等から構成される内部

統制委員会を今年度２回開催し、グループ内部統制システムの構築、運用状況の確

認を行っております。同委員会の活動状況およびその結果については、当社経営役

員会および取締役会に報告されております。

② 当社事業本部、各子会社等を管掌する当社役員は、その管掌部署および子会社等の

内部統制の整備、運用の状況等について、適宜当社経営役員会および取締役会に報

告しております。

(2) コンプライアンス

① 当社社長を委員長とし、本社各部室管掌役員、各事業本部長等から構成されるコン

プライアンス委員会を今年度２回開催し、当社およびグループ各社におけるコンプ

ライアンスの状況等の確認および徹底を図っております。同委員会の活動状況およ

びその結果については、当社経営役員会および取締役会に報告されております。

② コンプライアンスへの理解を深めるため「コンプライアンスガイドライン」を制定

し、周知をしております。今年度は、「ホワイト物流」推進運動に関する自主行動

宣言をホームページに掲載し、社内外に周知しております。

③ 労働施策総合推進法改正に伴い、パワーハラスメントを含めたすべてのハラスメン

ト防止に対応するため、「タツタ電線グループ ハラスメント防止規程」を制定し、

また、内部通報制度にハラスメント相談専用窓口を設置する等、雇用管理上必要な

体制を構築し、役員および従業員に周知しております。

④ コンプライアンス教育について、今年度は、労務管理、ハラスメント、安全管理等

をテーマに、当社グループ役員および従業員を対象とした外部専門家による研修会

等を実施しております。その他、階層別、新任時等、教育計画に基づく研修等を適

宜実施しております。
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(3) リスク管理

① 当社社長を委員長とし、本社各部室管掌役員、各事業本部長等から構成されるリス

ク管理委員会を今年度２回開催し、当社およびグループ各社における組織横断的リ

スク状況の分析・監視を行っております。同委員会の活動状況およびその結果につ

いては、当社経営役員会および取締役会に報告されております。

② 新型コロナウイルスのリスクに関連し、「危機・緊急事態対応規程」に基づき、当

社社長を本部長とする緊急対策本部を設置し、従業員の感染防止策の徹底に努める

とともに、緊急事態発生時の対応手順を新たに整備することにより事業の継続に万

全を期しております。

③ 機能性フィルム事業においては、2016年７月にISO22301の認証を取得した事業継続

マネジメントシステム（BCMS）を構築し運用しております。今年度も引き続き、訓

練を通じて、実運用での課題確認および改善を図っております。

(4) 内部監査等

① 監査部は毎期の監査方針および監査実施計画を策定し、概ね２年サイクルで当社各

部署および国内外の子会社等の監査を実施するとともに、監査等委員会監査および

監査法人監査と連携し、三様監査の推進を図っております。また、月１回、内部監

査の実施状況およびその結果を代表取締役社長および監査等委員会に対して、報告

しております。

② 取締役は、監査等委員である取締役が取締役会、経営役員会への出席等を通じて取

締役の職務執行を適切に監査できるよう、また、会計監査人、監査部との緊密な連

携を保ちつつ、かつ、会計監査人の監査を活用し、効率的な監査が実施できるよ

う、必要な環境整備を行っております。

③ 監査等委員である取締役は、内部統制委員会、コンプライアンス委員会およびリス

ク管理委員会に出席し必要に応じて意見を述べております。また取締役会および経

営役員会に出席し、これら委員会からの報告を受けるとともに、必要に応じ取締

役、従業員にヒアリングすること等により、内部統制システムの構築・運用状況の

確認を行っております。
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連結株主資本等変動計算書
(2020年４月１日から2021年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,676 4,516 36,183 △2,458 44,918

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,112 △1,112

親会社株主に帰属する当期純利益 2,645 2,645

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,533 △0 1,533

当 期 末 残 高 6,676 4,516 37,717 △2,458 46,452

(単位：百万円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 142 △308 △57 △555 △779 44,139

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,112

親会社株主に帰属する当期純利益 2,645

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

69 723 △5 440 1,228 1,228

当 期 変 動 額 合 計 69 723 △5 440 1,228 2,762

当 期 末 残 高 212 414 △62 △114 449 46,901
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ６社 中国電線工業株式会社
タツタ立井電線株式会社
株式会社タツタ環境分析センター
タツタ ウェルフェアサービス株式会社
常州拓自達恰依納電線有限公司
TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS MALAYSIA SDN.BHD.

非連結子会社数 ２社

非連結子会社２社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除外しております。

２． 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社の数 ２社

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、常州拓自達恰依納電線有限公司及びTATSUTA ELECTRONIC MATERIALS
MALAYSIA SDN.BHD.の決算日は、12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の
計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
おります。
　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　４． 会計方針に関する事項
　 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの … 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）。
時価のないもの … 移動平均法による原価法。

　 ②デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

　 ③棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

　 (2)重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産 …定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法。

②無形固定資産 …ソフトウェア（自社利用）については社内における見込利用可能期
間（５年）に基づく定額法。それ以外の無形固定資産については定
額法。

　 (3)重要な引当金の計上基準
　 ・貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。
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　 (4)退職給付に係る会計処理の方法

　①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。

　③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 (5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めております。

　 (6)重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約取引 　外貨建金銭債権等

　商品先物取引 　原材料

③ ヘッジ方針

　為替予約取引、商品先物取引は、社内規定に基づき、ヘッジ対象にかかる為替相場変動

リスク及び原材料の価格変動リスクを回避するために行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　 (7)消費税等の会計処理…税抜方式によっております。

　 (8)連結納税制度の適用…連結納税制度を適用しております。

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単

体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移

行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項

の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、

改正前の税法の規定に基づいております。
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表示方法の変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当連結会計

年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

　１．固定資産の減損

　（1）当連結会計年度に計上した金額 －百万円

（当連結会計年度において減損損失を計上していないが、一部の連結子会社に減損の兆候があ

り、翌連結会計年度に重要な影響を及ぼすリスクに鑑みて開示項目として識別しております。対象

となる固定資産の残高は当連結会計年度末時点で824百万円であります。）

　（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

割引前将来キャッシュ・フローが資産グループの帳簿価額を上回っていることから、減損損失は

認識しておりません。割引前将来キャッシュ・フローは中期経営計画を踏まえた翌連結会計年度以

降７年間の見通しおよび固定資産の正味売却価額を基礎として見積もっております。

割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、予想販売数量および投資支出予定

であります。予想販売数量は過年度実績、受注見込みおよび市場成長率等の市場動向を考慮して策

定されたものであります。投資支出予定は現時点で予定されている投資案件に加え、既存設備の維

持、更新見合いの支出が毎年発生すると仮定して策定されたものであります。新型コロナウイルス

感染症の影響は、ワクチンの普及等により翌連結会計年度以降段階的に改善し、2022年度中には

2019年度レベルまで景気が回復すると見込んでおります。

主要な仮定である予想販売数量および投資支出予定には不確実性があること、新型コロナウイル

ス感染症の影響もなお予断を許さない状況であることから、販売数量等が変動し、割引前将来キャ

ッシュ・フローが減少することで減損損失が発生する可能性があります。

　２．繰延税金資産の回収可能性

　（1）当連結会計年度に計上した金額

　 繰延税金資産（純額）984百万円（繰延税金負債と相殺前の金額 1,591百万円）

　（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基づ

き、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。近い将来の経営環境については翌連結会計年

度予算および中期経営計画を基礎として検討しております。

新型コロナウイルス感染症の影響は、ワクチンの普及等により翌連結会計年度以降段階的に改善

し、2022年度中には2019年度レベルまで景気が回復すると見込んでおります。その他、近い将来の

経営環境への著しい変化は見込んでおりません。

翌連結会計年度の予算および中期経営計画には見積りの不確実性があること、新型コロナウイル

ス感染症の影響もなお予断を許さない状況であることから、課税所得の額が変動することに伴い、

繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。
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連結貸借対照表に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 有形固定資産の減価償却累計額 34,333百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 70,156,394株

　２. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2020年５月26日
取 締 役 会

普通株式 556百万円 ９円 2020年３月31日 2020年６月１日

2020年10月27日
取 締 役 会

普通株式 556百万円 ９円 2020年９月30日 2020年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2021年５月25日
取 締 役 会

普通株式
利益剰
余金

556百万円 ９円 2021年３月31日 2021年５月31日
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金融商品に関する注記

　 １．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用について短期的な預金等や安全性の高い金融資産で運用し、ま

た、資金調達については銀行借入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避

するため利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスク

に関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。また、外貨建営

業債権は為替相場の変動リスクに晒されているため、主なものは為替予約取引を利用してヘ

ッジしております。有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの

資金運用規程に従い、運用規則を定め、半期毎に余資運用の方針の承認を得るとともに計画

と実績を報告しております。短期貸付金は、余資運用の一環として実施しているものであ

り、貸付先の信用リスクを考慮し、安全性と収益性との均衡を図っております。貸付先につ

いては信用状況を定期的に把握する体制としています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。借入金は主に運

転資金に係る資金調達です。営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社

では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

　デリバティブ取引は、外貨建債権等に係る為替相場の変動リスクに対するヘッジを目的と

した為替予約取引、原材料に係る価格変動リスクに対するヘッジを目的とした商品先物取引

であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等 ４．(6)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。デリバティブ取引の執行・

管理については、取引権限等を定めた社内管理規程に従って行っており、また、デリバティ

ブの利用に当たっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関及び商社とのみ

取引を行っております。

　 (3) 信用リスクの集中

当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち、41.8％が特定の大口顧客に対する

ものであります。
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　 ２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれて
いません。

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額(※1）
（百 万 円）

時 価(※1）
（百 万 円）

差 額
（百 万 円）

（１）現金及び預金 1,444 1,444 －

（２）受取手形及び売掛金 14,457 14,457 －

（３）短期貸付金 12,579 12,579 －

（４）投資有価証券

　 その他有価証券 615 615 －

（５）支払手形及び買掛金 (3,757) (3,757) －
（６）長期借入金 (900) (900) 0
（７）デリバティブ取引(※2) 597 597 －

（※1）負債に計上されているものについては、（）で示しています。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、並びに（３）短期貸付金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっています。

（４）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格
又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（５）支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっています。

（６）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

（７）デリバティブ取引
　商品先物取引の時価については、商社等から提示された価格等に基づき算定して
おります。なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権
と一体として処理されているため、その時価は当該債権の時価に含めて記載してお
ります。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額65百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ
ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、「（４）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　

１株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 759円14銭

２. １株当たり当期純利益 42円83銭

　
重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
(2020年４月１日から2021年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金
そ の 他
利益剰余金

当 期 首 残 高 6,676 1,076 3,429 883 32,950 △2,458 42,557

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,112 △1,112

当 期 純 利 益 2,748 2,748

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 1,636 △0 1,636

当 期 末 残 高 6,676 1,076 3,429 883 34,587 △2,458 44,194

(単位：百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 122 △308 △186 42,371

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,112

当 期 純 利 益 2,748

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

23 723 746 746

当 期 変 動 額 合 計 23 723 746 2,383

当 期 末 残 高 146 414 560 44,754
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個別注記表
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子 会 社 株 式…移動平均法による原価法。

(2) そ の 他 有 価 証 券

①時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております）。

②時価のないもの … 移動平均法による原価法。

２. デリバティブの評価基準及び評価方法

　 時価法

　３. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　４. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産…定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法。

(2)無形固定資産…ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については定額法。

　５. 引当金の計上基準
　

(1) 貸 倒 引 当 金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数 (11年）による定額法により費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。
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　６. 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　７. 重要なヘッジ会計の方法

　 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用しております。

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約取引 外貨建金銭債権等

　商品先物取引 原材料

　 (3) ヘッジ方針

　為替予約取引、商品先物取引は、社内規定に基づき、ヘッジ対象にかかる為替相場変動リ

スク及び原材料の価格変動リスクを回避するために行っております。

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　８. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　９. 連結納税制度の適用

当社を親法人、子会社４社を子法人とする連結納税制度を適用しております。

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）

第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。
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表示方法の変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度

から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

　繰延税金資産の回収可能性

　１．当事業年度に計上した金額

　 繰延税金資産（純額）746百万円（繰延税金負債と相殺前の金額 1,316百万円）

　２．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）２．繰延税金資産の回収可能性」の内容と同一で

あります。

貸借対照表に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１. 有形固定資産の減価償却累計額 27,536百万円

２. 関係会社に対する金銭債権 短期 1,234百万円

　 関係会社に対する金銭債務 短期 490百万円

長期 1百万円
　
損益計算書に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 関係会社との取引高 売 上 高 924百万円

営 業 費 用 253百万円

営業取引以外の取引高 86百万円
　
株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 8,374,360株
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税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 百万円

未払賞与 173

退職給付引当金 748

貸倒引当金 79

ゴルフ会員権評価損 11

事業税 47

減損損失 88

資産除去債務 19

子会社株式評価損 389

その他 266

繰延税金資産小計 1,823

評価性引当額 △507

繰延税金資産合計 1,316

　 繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △136

退職給付信託設定益 △200

その他有価証券評価差額金 △49

その他 △182

繰延税金負債合計 △569

　 繰延税金資産の純額 746

― 16 ―



関連当事者との取引に関する注記

　 子会社

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所有 (被
所 有 )割 合
( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
タツタ立
井電線㈱

兵 庫県
加東市

50
電線・ケー
ブルの生産、
販売

100
資金貸借
役員の兼任

資金貸借 1,222 貸付金 1,107

受取利息 8 未収利息 1

　 兄弟会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所有 (被
所 有 )割 合
( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

パンパシ
フ ィ ッ
ク・カッ
パー㈱

東 京都
港区

55,683

電気銅・硫
酸、貴金属
等 の 生 産、
販売

―
原料銅等の
仕入

原料仕入 12,152

前渡金 3

買掛金 ―

その他の
関係会社
の子会社

ＥＮＥＯ
Ｓファイ
ナンス㈱

東 京都
千 代田
区

400 貸金業 ― 資金運用

貸付金 11,411

貸付金 12,567

受取利息 6

(注) 1. 貸付金の利率については、貸付時の市場金利を参考にして交渉の上、決定しており
ます。

2. 原料銅等の購入については各社から提示された価格により、通常行われている価格
を参考にして交渉の上、決定しております。

3. 上記取引額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

　 （タツタ立井電線㈱およびＥＮＥＯＳファイナンス㈱の期末残高を除く）
4. 資金貸借および貸付金の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。

　

１株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 724円40銭

２. １株当たり当期純利益 44円49銭

重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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